
44日獣会誌　75　44～51（2022）

1　は　じ　め　に
近年における核家族化・少子化
の進展に伴い，犬・猫等の動物が
家族の一員・伴侶として飼育され
るようになり，動物飼育者からは
より高度で専門的な獣医療技術の
提供が求められるようになってい
る．一方，獣医学系の学術団体に

おいては，小動物獣医療領域の専門分野について独自に
研修及び専門医等の認定を行っている．しかし，後述す
るように，この専門医・認定医等の資格に関する広告に
ついては，獣医療法上認められていない．
本会は，このような動物飼育者からの要請，獣医学術
団体等の活動及び獣医関係法令等との不整合を解消し，
専門獣医師制度の構築と広告規制の緩和について検討を
行うことを目的として，令和元年度に事業推進特別委員
会の下に「総合獣医療・専門獣医療提供体制整備検討委
員会」を立ち上げた．同委員会は，令和元年 12月 26日，
令和 3年 2月 16日及び令和 3年 9月 10日の 3回開催
され，「獣医療提供体制整備の一環としての専門獣医師
制度の構築と広告規制の緩和について（中間報告）」を
取りまとめた．
本稿においては，この中間報告の概要を紹介するとと
もに，今後の展開について，本会における現在の検討内
容に筆者の構想を追加して説明する．

2　専門獣医師制度についての検討の経緯
本会における専門獣医師制度の検討は，20年以上前
に遡る．以下に，その検討の経緯を記載する．
・平成 13年 12月：日本獣医師会が「専門医制度検
討委員会」を設置して検討を開始
・平成 15年 4月：同委員会が報告書を取りまとめ
・平成 15年 8月：獣医師専門医・認定医に関係する
主な獣医学系学術団体代表者等によって構成される

「獣医専門医機構設立準備協議会」を設置．3回に
わたり検討し，獣医師専門医機構設立委員会の開催
について合意
・平成 17年 7月：農林水産省小動物獣医療に関する
検討会報告書の中で，「㈳日本獣医師会，㈳日本獣
医学会等学術団体が中心となって，専門医の育成を
推進していくことが望まれる．この場合，各学会や
研究会が協力し，専門医の必要性や認定基準の妥当
性を評価する仕組みについても早急に検討すること
が必要である．」と提言
・平成 17年 11月：日本獣医師会が獣医学術部会に
獣医師専門医制検討委員会を設置
・平成 19年 7月：獣医師専門医制検討委員会が報告
書「獣医師専門医制のあり方─専門医制の運営と専
門医機構の役割─」を取りまとめ
・平成 19年 8月：農林水産省消費・安全局長宛「獣
医師専門医制の取組について（要請）」により，獣
医師専門医制の整備の方向性を「獣医療を提供する
体制の整備を図るための基本方針」に位置付けるこ
とを要請

3　専門獣医療の現状
本会の調査によれば，少なくとも 18の獣医関係団体
や民間組織が学会，研修会等の開催と任意の専門獣医師
等の名称を付与している．しかし，わが国の獣医療分野
においては，専門獣医師等の養成のための専門分野別研
修プログラムや，認定制度に係る公的かつ組織的な体制
が未構築な段階にとどまっている．このため，獣医療法
の規定により，これらの任意の専門獣医師等の名称の広
告は禁止されている一方，多くの獣医学術団体や獣医師
においては，当該専門獣医師等の名称の広告が獣医療法
に抵触するとの明確な認識はない．
このように専門獣医師制度が未構築で，しかも法的に
疑義が生じている中にあって，多くの獣医師は獣医学的
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な知識及び技術についての研鑽意欲はあるものの，実際
の業務活動に十分反映することができず，研修等のイン
センティブが高まらない状況にある．また，このような
現状は，動物飼育者にとっても，獣医師の専門分野等の
情報を十分に得られず，結果的にわが国の獣医療に対す
る社会的評価の向上にも繋がらない状況となっている．

4　獣医療法等に基づく広告制限
（1）獣医療法第 17条の規定に基づく広告の制限
獣医療法第 17条第 1項において，「何人も，獣医師

又は診療施設の業務に関しては，次に掲げる事項（獣医
師又は診療施設の専門科名，獣医師の学位又は称号，同
条第 2項で規定する省令で定めるもの）を除き，その技
能，療法又は経歴に関する事項を広告してはならない．」
と規定されている．
また，技能，療法又は経歴に関する事項のうち，広告
しても差し支えないものとして農林水産省令で定めるも
のについては，獣医療法施行規則第 24条第 1項におい
て，以下のとおりとされている．
①　獣医師の免許を受けていること及び診療施設を開
設していること，並びにそれらの年月日．
②　医薬品医療機器等法に規定する医療機器を所有し
ていること．
③　家畜改良増殖法に規定する家畜体内受精卵の採
取を行うこと．
④　犬又は猫の生殖を不能にする手術を行うこと．
⑤　狂犬病その他の動物の疾病の予防注射を行うこと．
⑥　医薬品による犬糸状虫症の予防措置を行うこと．
⑦　飼育動物の健康診断を行うこと．
⑧　家畜伝染病予防法に規定する家畜防疫員であること．
⑨　家畜伝染病予防法に基づく自衛防疫組織の指定獣
医師であること．
⑩　獣医師会等の会員であること．
⑪　獣医師法第 16条の 2第 1項に規定する農林水産
大臣の指定する診療施設であること．
⑫　農業共済組合等の指定獣医師であること．
なお，これらの広告に当たっては，他の獣医師又は診
療施設と比較して優良である旨，誇大広告及び費用の併
記は行ってはならないこととされている．
今後，6の（1）で後述する「認定・専門獣医師協議会」
の組織及び業務運営が整った段階において，本協議会が
認定・登録する認定・専門獣医師の名称についても，規
則第 24条第 1項の事項に追加していただく省令改正を
農林水産省に要請していくことになる．

（2）獣医療広告ガイドライン
「獣医療に関する広告の制限及びその適正化のための
監視指導に関する指針（獣医療広告ガイドライン）」の

「5　広告可能な事項」については，次のとおり規定され
ている．
①　「獣医師又は診療施設の専門科名」として，大学
の講座名にある等一般に広く認められているもの
（内科，呼吸器科，消化器科，循環器科，アレルギー
科等），診療対象動物名を示すもの（大動物専門科，
牛専門科，犬・猫専門科，小鳥専門科等）が例示さ
れている．
②　「獣医師の学位又は称号」のうち，「学位」として
は，獣医学士，獣医学博士等，「称号」としては，「新
制獣医師」等が例示されている．

「なお，専門医，認定医等については，学位又は称号
に含まれず，また，専門性資格に関する制度は獣医療で
は確立していないため，これらを広告することは認めら
れないことに留意する必要がある．」と規定されており，
獣医療分野における専門獣医師等の名称は広告できない
こととされている．

（3）広告規制の見直し
医療分野では，美容医療サービスに関する消費者トラ
ブルの相談件数等の増加を踏まえ，消費者委員会により
医療機関のウェブサイトに対する法的規制が必要である
旨の建議が行われた．これを受けて，平成 29年に医療
法が改正され，これまで医療機関のホームページ等は医
療法上の広告規制の対象外とされていたが，新たに医療
法における広告規制の対象として追加され，平成 30年
6月 1日に施行された．
この規制の見直しを受け，医療法に準拠する形で構
成・運用されている獣医療法においても，ホームページ
上の情報が広告規制の対象となる可能性がある．イン
ターネット上での情報収集が一般化する中で，飼育動物
の受診に当たり飼育者が知りたい情報を広告できること
が必要である．その代表的なものが獣医師の専門性に関
する情報であり，この情報を適切に広告できる体制作り
が求められている．このような状況に鑑み，農林水産省
においては，現在の獣医療法に基づく広告は極めて限定
的であるため，飼育動物診療施設のホームページを広告
規制の対象に追加（規制強化）することに伴い，広告規
制の緩和について検討が行われているところである．

5　第四次獣医療提供体制整備基本方針の規定内容
農林水産大臣は，獣医療法第 10条の規定に基づき「獣
医療を提供する体制の整備のための基本方針」を定める
こととされている．令和 2年 5月に公表された令和 12

年度を目標年度とする第四次の基本方針では，専門的か
つ高度な診療を求める動物飼育者の選択に資するよう，
専門獣医師制度の構築や広告規制のあり方についての検
討が求められている．
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具体的には，「第 1　獣医療の提供に関する基本的な
方向」において，次のとおり規定されている．
①　「3　産業動物臨床分野及び公務員分野における獣
医療の確保」の「（3）獣医師の養成と獣医療技術に
関する研修体制の体系的な整備」において，「産業
動物臨床獣医師が，一般診療のみならず飼養衛生管
理の指導が可能となるよう，必要な技術の取得を推
進するとともに，集団管理衛生技術，農場経営，農
場 HACCP及び農場 GAPに関する知識・技術等の
習得を図る機会を増大し，診療だけでなく，飼養，
管理及び経営等を含む幅広い指導を行ういわゆる管
理獣医師として畜産農家の生産性の向上に資するよ
うな取組を推進する．」と規定され，「管理獣医師」
の名称と役割が明記された．
②　「4　小動物分野における獣医療の確保」におい
て，「獣医師の組織する団体等が中心となって進め
る診療施設の専門化と機能分担に関する合意形成の
促進を図るとともに，専門性を持った獣医師の能力
に関する情報が飼育者に正しく提供され，飼育者が
期待する診療を受診できる環境の整備を促進する．
さらに，愛玩動物看護師法の成立により，小動物診
療において獣医師の担う業務と愛玩動物看護師の担
う業務の明確化を踏まえた適切な役割分担と連携を
通じたいわゆるチーム獣医療提供体制の充実が期待
されることから，体制の確立に向けて獣医師と愛玩
動物看護師の連携の強化を図る．」と規定された．
また，「（2）小動物診療におけるチーム獣医療提

供体制の充実」において，「愛玩動物看護師法が適
切に運用されるよう，獣医師の組織する団体や愛玩
動物看護師の組織する団体等が中心となり，いわゆ
るチーム獣医療の提供体制に関する環境の整備を推
進する．また，愛玩動物看護師が獣医師の指示の下
に行う診療の補助が適切に行われるよう，法令の規
定及び必要となる留意点について，獣医師の組織す
る団体や愛玩動物看護師の組織する団体等が中心と
なり，周知を図る．」，さらに，「（4）高度かつ多様
な診療技術を提供していくため，獣医師の組織する
団体等が中心となって進める診療施設の専門化及び
一次診療施設と二次診療施設の連携・協力の確保等
に関する合意形成を促進し，地域獣医療のネット
ワーク体制の整備を推進する．」と規定された．
③　「6　その他重要事項」において，「（4）専門的な
診療を求める飼育者の選択に資するよう，獣医師の
組織する団体等が中心となって，獣医師の専門性を
認定等する仕組みの構築について検討を進める．ま
た，獣医師の専門性を国民が適切に認知できるよう
な獣医療広告のあり方について検討を進める．」と
規定された．

6　日本獣医師会における認定・専門獣医師制度の構築
に向けた検討

（1）認定・専門獣医師協議会の設置及び役割
第四次の基本方針において提起された獣医師の専門
性を認定等する仕組みの構築や，獣医師の専門性を国民
が適切に認知できるような獣医療広告のあり方について
検討するため，令和 3年 9月 10日に開催された「第 3

回総合獣医療・専門獣医療提供体制整備検討委員会」に
おいて，日本獣医師会内に「認定・専門獣医師協議会」
（以下「協議会」という．）を設置することが合意された．
協議会の組織や役割等については，以下のとおりである
（図 1参照）．
①　協議会の設立メンバーは，現に獣医師の専門性に
関する認定制度や研修制度に関与している主要な学
協会とする．
②　協議会は学会等が行う研修プログラム等を認定す
るものとし，学協会の運営には関与せず，それぞれ
の学協会は現行の仕組みを活用して認定・専門獣医
師の認定を行う．
③　協議会は専門分野の検討・指定や研修プログラム
の評価・認定，制度の周知・広報等の役割を担う．
④　協議会内での検討・認定の枠組みについては，
「中間報告」では提案にとどめ，詳細は協議会設立
後に検討する．
協議会の設置に伴い，「認定・専門獣医師協議会規約」
が制定・施行された．同規約第 4条においては，次の事
業が規定されている．
①　認定・専門獣医師制度の調査，研究に関する事項
②　認定・専門獣医師制度の整備に関する事項
③　認定・専門獣医師認定分野の検討及び認定プログ
ラムの評価，認定及び管理に関する事項
④　認定・専門獣医師の登録情報の管理及び公表に関
する事項
⑤　認定・専門獣医師制度の広報・普及に関する事項
⑥　その他，前条の目的を達成する上で本協議会が必
要と認める事項

（2）産業動物臨床分野における認定・専門獣医師制度
の運用
①　飼養衛生管理基準の改正
令和2年4月に改正された家畜伝染病予防法では，
国内畜産農場への感染症の侵入・まん延の防止を図
るため，飼養衛生管理基準が大幅に強化された．特
に，「Ⅰ　家畜防疫に関する基本的事項」の「6　獣
医師等の健康管理指導」においては，「農場ごとに，
担当の獣医師又は診療施設（家畜保健衛生所と密接
に連絡を行っている者又は施設に限る．）を定め，
定期的に当該獣医師又は診療施設から当該農場にお
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いて飼養する家畜の健康管理について指導を受ける
こと．」と規定され，すべての畜産農場に担当獣医
師の配置及び健康管理指導が義務付けられた．

②　農場管理獣医師の養成及び認定
本会は，①によりすべての畜産農場に配置される
獣医師等を「農場管理獣医師」と位置付け，農場全
体の家畜衛生管理業務（ア　ワクチン接種を含む家
畜伝染病等の侵入防止，早期発見・通報等，イ　飼
養衛生管理・生産性の向上，畜産経営の改善，ウ　
農場 HACCP等の実践による高品質で安全な畜産
物の安定供給，エ　要指示医薬品の一元管理と薬剤
耐性（AMR）対策の推進，オ　人及び動物の健康
と野生動物を含む環境の保全を図る「ワンヘルス」
への配慮等）の農場管理獣医師への一元化を推進す
ることとしている．
また，本会は，これまで農場管理獣医師協会が実
施してきた研修等の事業を継承し，農場管理獣医
師を養成するとともに，農場管理獣医師の認定・専
門獣医師制度への適用については，本会が他の学協
会と同じ立場で協議会に申請し，認定を受けること

になる（図 2参照）．
（参　考）
「産業動物獣医療提供体制の整備に向けて」（平成

29年 6月，日本獣医師会産業動物臨床・家畜共済
委員会報告）の別添 1「農場管理獣医師の在り方と
今後の課題」の「2　農場管理獣医師の定義」
農場管理獣医師とは，生産段階から流通，消費者
までの各部門を把握し，生産者，消費者，動物，環
境及び地域社会と共存し，コンプライアンスを重視
しながら，行政及び関係各機関の専門家と連携し
て，消費者に畜産物の“安心・安全”を提供するた
めに農場で活動する獣医師である．

③　農場管理専門獣医師等認定・活動支援事業
農場管理獣医師の養成研修会の開催，農場管理獣
医師の活動の普及・啓発，認定・専門獣医師として
の認定・登録，認定・登録システムの構築及び協議
会の運営については，公財全国競馬・畜産振興会の
畜産振興事業助成金により実施する農場管理専門獣
医師等認定・活動支援事業を活用して推進する（図
3参照）．

【検討にあたり留意すべき事項】
○　獣医療法第 17 条における獣医療広告制限を一部緩和し，一定の基準を満たす団体が認定した専門獣医師であることを広
告可とすること．

○　令和 12 年度を目標年度とする「獣医療を提供する体制の整備を図るための基本方針（令和 2年 5月）」において，「獣医
師会が中心となって，獣医師の専門性を認定する仕組みの構築及び獣医療広告のあり方について検討を進める．」と規定．

公益社団法人 日本獣医師会 
認定・専門獣医師協議会

●○構　成
●①日本獣医師会，日本獣医学会及び任意

の学会等で構成

●○役　割
●①広告可能な分野として認定を行う専門

分野の検討及び指定
●②専門分野別研修プログラムの評価・認

定・管理
●③専門獣医師の認定登録情報の管理・公

表
●④制度全体の周知・広報

●○その他
●①事務局：公益社団法人 日本獣医師会

●○準備・検討事項
●①専門獣医師認定を行う専門分野の指定
●②専門分野別研修プログラムの募集・評

価・認定のあり方
●③制度の周知・広報のあり方

専門獣医師の認定団体として指定

登録状況の
報告

専門分野別研修プログラム実施機関

既存の学会
活動との連携

認定・専門獣医師
認定（更新）申請

認定・専門獣医師
の認定と認定登録
証の発行

研修プログラムの
受講申請及び受講，
認定試験の受験

研修受講者の認定，
研修プログラムの
実施，修了認定※1，※2

＊1：臨床診療技術に関する研修項目は，獣医学系大学の診療施設，
農林水産大臣の指定する卒後臨床研修施設等で実施．

＊2：学会・研修会等の参加実績管理は獣医師生涯研修システムの活用も検討．

登録情報の
管理及び
公表

農林水産省

獣　　医　　師

公益社団法人 日本獣医師会　認定・専門獣医師協議会【新設】

研修プログラムの
評価・認定申請

研修プログラム
の評価・認定

●日本獣医師会　●日本獣医学会
●協議会会員が運営する学会，研修会
●獣医学系大学　●関係団体　等

図 1　認定・専門獣医師協議会の設置と専門獣医師認定・登録の仕組（案）
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なお，本事業の対象となる認定・専門獣医師の専
門分野や名称については，農場管理獣医師に限定さ
れないので，今後，豚専門農場管理獣医師，乳房炎
管理専門獣医師等の養成研修会の開催や認定・専門
獣医師の名称追加を行っていくことが可能である．

（3）小動物臨床分野における認定・専門獣医師制度の
運用
①　既存の獣医学術学会等による認定・専門獣医師

3で述べたとおり，現在は少なくとも 18の獣医
関係団体や民間組織が学会，研修会等の開催と任意
の専門獣医師等の名称を付与している．したがって，
先ずは，協議会においてこれらの主要な学協会が実
施する専門分野を対象に，研修プログラムの評価・

認定，専門獣医師の認定登録情報の管理・公表，広
告制限の緩和等を順次進めていくことになる．

②　獣医師，愛玩動物看護師等の連携によるチーム獣
医療提供体制の構築
小動物臨床分野においては，①の学協会等により
個別の高度専門分野についての研修会の開催や専門
獣医師の名称の付与が行われている．このため，本
会としては，小動物臨床獣医師の実務において有用
な認定・専門獣医師の養成研修会の実施について検
討を進めている．その一つの事例が，「かかりつけ動
物病院」による地域包括ケア活動である（図4参照）．

獣医療法に基づく広告制限の特例措置を受けるために専門獣医師協議会が果たす役割
①　広告可能な専門分野（資格名）の検討及び指定
②　専門分野別研修プログラムの評価及び認定（既存の学会等における研修等を活用）
③　認定・専門獣医師の認定登録及び管理

認定・専門獣医師協議会（新設）　（公益社団法人日本獣医師会に設置）

認定・専門獣医師協議会による登録情報の管理及び公表

獣　医　師

丸数字は下段に示す協議会の役割に対応

産業動物分野の例

※認定対象
専門分野
について
は協議会
で検討

既
存
の
学
会
活
動
等
と
の
連
携

獣　医　師 獣　医　師

登録の報告登録の報告 登録の報告

（例）
ア　認定獣医師養成研修会（座学）
●獣医学術学会年次大会
●分野別認定研修プログラム
●認定試験
イ　専門獣医師養成研修会（実践
的実技）
●分野別認定研修（実技）プロ
グラム
●認定試験（大学や NOSAI家
畜診療所等と協力）

日本獣医師会
（農場管理獣医師協会）

●②

●認定研修プログラム
●学会
●講習会
●認定試験
●海外における研修プログ
ラムとの連携
●関連学会等における研修
プログラムとの連携

○○学会，等
（小動物分野）

●②

●③

（牛・豚・鶏）
農場管理認定・
専門獣医師（例）

●① ○○疾病認定・
専門獣医師
○○科認定・
専門獣医師

●①乳房炎管理認定・
専門獣医師
認定ウマ
臨床獣医師

●①

総合獣医療認定・
専門獣医師

●①

既
存
の
仕
組
の
維
持
・
活
用

既
存
の
仕
組
の
維
持
・
活
用

各
学
会
・
団
体
等
が
，
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
を

協
議
会
に
認
定
申
請
し
て
活
動
実
施

認定受講

認定登録
（登録証交付）申請

認定受講

認定登録
（登録証交付）申請

認定受講

認定登録
（登録証交付）申請

●認定研修プログラム
●学会
●講習会
●認定試験
●日本ウマ科学会学術集会
●認定研修プログラム
●認定試験

○○学会，
日本ウマ科学会等
（産業動物分野）

●②

○○学会による「認定・専
門獣医師」の認定登録

○○学会による「認定・専
門獣医師」の認定登録

日本獣医師会による「認定・
専門獣医師」の認定登録

図 2　認定・専門獣医師協議会の仕組（全体イメージ）
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─ 認定獣医師養成研修会 ─

専門分野別の認定研修プログラムに
基づき，国内外の講師による高度かつ
専門的な研修会，学会等を開催する．

─ 専門獣医師養成研修会 ─

研修会等を修了し，専門分野別認定
獣医師として登録された者を対象に，
認定研修プログラムに基づき，国内外
の講師による高度専門的・実践的実技
研修会等を獣医学系大学，農業共済団
体等家畜診療所等において開催する．

─ 機　器　整　備 ─

当該研修会等の実施に要する研修機
器等をリース等により整備を行う．

研修会等の開催・管理

研修プログラム基準案の
作成・評価

認定・登録管理システム
検討委員会

農場管理獣医師活動周知・
普及推進検討委員会

研修プログラム基準案
作成・評価作業委員会

専門分野別の認定獣医師及び専門
獣医師の認定・登録管理システムの
構築及び登録更新管理を行い，登録
証の交付を行う．

本会 HPや普及・啓発用の動画等
により，認定・専門獣医師制度及び
認定・専門獣医師の登録情報等を関
係者へ普及・啓発を行う．

専門分野別の認定獣医師及び専門
獣医師の認定・登録管理を行うシス
テムの作成に向けた検討を行う．

認定・専門獣医師の
認定・登録・更新管理

高品質で安全な畜産物の供給に携
わる農場管理獣医師の指導・管理活
動を周知させるため，インターネッ
トや普及映像等による普及・啓発活
動を行う．

農場管理獣医師活動の周知・普及
推進のため，推進検討委員会を開催
する．

農場管理獣医師の
活動周知・普及推進

認定・専門獣医師協議会

日本獣医師会
（農場管理獣医師協会）

日本ウマ科学会

○○○学会

…

認定・専門獣医師協議会
事業推進委員会
（協議会委員会）

専門分野別の研修プログラム基準
案，ガイドラインの作成を行い，具
体的な専門分野別研修プログラムの
評価を行う委員会を開催する．

事業の効率的かつ円滑な推進に関す
る検討を行うとともに，達成目標の確
認を行う．

農場管理専門獣医師等
認定・活動支援推進委員会

事業最終年度に当該事業の達成目標
等の自己評価結果の検証等を行う．

評価委員会

図 3　農場管理専門獣医師等認定・活動支援事業

ⅰ　愛玩動物看護師の診療補助業務を活用した高齢者
世帯等への支援
令和 2年 12月 31日現在の飼育動物診療施設の開
設届出状況によると，獣医師 1人の施設の就業獣医師
数は 63％となっている．このため，令和 4年 5月 1

日に施行される愛玩動物看護師法に基づき，診療補助
業務を実施できる愛玩動物看護師と獣医師との連携及
び役割分担の下でのチーム獣医療提供体制の構築が期
待される．図 4の愛玩動物看護師による定期・随時訪
問による診療補助・看護及び動物飼育支援が高齢者世
帯等への支援の一例である．これらの高齢者世帯等が
飼育する犬・猫等のマイクロチップ登録情報に診療履
歴等の情報を追加登録し，付加価値サービスの提供に
活用する方策（アニマルクラスター構想）についても
検討中である．

ⅱ　獣医学系大学・研究機関と連携した伴侶動物の動
物病院ネットワークの構築
関東地方の一部地域では，小動物診療施設において
新型コロナウイルス感染症の患者が飼育する犬・猫を
診察・収容した場合や，動物自体の感染が疑われる場
合には，研究機関や大学等に相談し，必要に応じて検
査を実施する体制が構築されている．今般，国立感染
症研究所獣医科学部及び東京農工大学から，「伴侶動
物の動物病院ネットワーク構築」についての協力依頼
がなされている（図 5参照）．本事業は，先行して検
査及び情報共有の取組が行われている関東・東京地区
から開始し，その成果を踏まえて全国的な感染症検査
体制のネットワーク構築に拡大する計画である．ま
た，検査対象となる感染症も，SARS-CoV-2のほか
SFTS（重症熱性血小板減少症候群）等の愛玩動物由
来の人獣共通感染症にも拡大するとともに，死亡野生
動物の報告も対象とされている．小動物臨床分野にお



50

●地域コミュニケーション
●QOLの向上
●健康寿命の延伸

愛玩動物飼育高齢者世帯等

●動物介在活動（AAA）
●動物介在教育（AAE）
●動物介在療法（AAT）

高齢者施設・小学校・病院など

疾病検査，学会・研修支援

獣医学系大学・研究機関

●認定・専門獣医師研修プログラム
●獣医学術学会年次大会

日本獣医師会

●地区学会
●各種研修会

地方獣医師会各都道府県
動物愛護管理センター

民間保護管理施設
（動物愛護団体，保険会社等）

【人と動物の共生社会の推進】

検査等依頼・調整

連携・協力

相談・調整

愛玩動物看護師による
定期・随時訪問

●診療補助・看護
●動物飼育支援
散歩の同行・代行
健康管理（適正飼育指導）

愛玩動物看護師による
定期・随時訪問

連携・協力

仲介・斡旋

動物の
一時預かり・譲渡

チーム獣医療の提供
●獣医師
●愛玩動物看護師
●獣医療スタッフ

かかりつけ動物病院

●動物の
一時預かり
●動物の
譲受・譲渡

専門的な獣医療の提供

二次診療施設

図 4　「かかりつけ動物病院」による地域包括ケア活動構想（たたき台）

獣　医　師

各都道府県の獣医師会

感染症センター

保健所等関係機関
国立感染症研究所

日本獣医師会

5　サンプリング
資材お渡し

常時：サンプリング
資材を送付供給

6　サンプリング

7　サンプル送付

2　検査可否の確認

3　受注回答

1　受 診

9　結果報告
陽性の場合
結果報告電話＋メール
陰性の場合
結果報告メール＋郵送

9　結果報告
陽性の場合のみ
結果報告電話＋メール

10　陽性対象が「犬」の場合は 2回の陽
性で確定のため 4に戻り再検査依頼

12　陽性対象の処遇について判断し対応

常時：サンプリング資材のストック

8　検査実施・判定

SARS-CoV-2 陽性者飼育の犬猫等の動物

11　陽性対象について報告12　検査結果について報告

4　検査依頼

図 5　獣医師会と大学等研究機関の連携による犬猫 SARS-CoV-2 PCR検査スキーム
（東京農工大学　水谷哲也教授　提供）
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けるワンヘルスへの取組には課題も多いが，地方獣医
師会や会員構成獣医師のご理解を得て，全国的なネッ
トワークが構築されることを期待している．
なお，新型コロナウイルス感染者が飼養する愛玩動
物の一時預かり等への対応が課題となるが，東京都獣
医師会及び東京都動物愛護センターの対応例を参考
に，他の地方獣医師会においても一時預かり体制の構
築を検討していただきたい．

ⅲ　「かかりつけ動物病院」や「二次診療施設」に対
する認定・専門獣医師制度
「かかりつけ動物病院」に期待される役割の遂行に
おいては，言わば「総合臨床獣医師」としての対応能
力が必要と考えられるが，これらの研修会及び名称の
付与は，既に他の学協会において実施されている．こ
のため，本会が実施する研修会については，「かかり
つけ動物病院」の獣医師が図 4の業務を遂行するのに
要する知識及び技能について実施することになるもの
と想定している．具体的な研修内容や認定・専門獣医
師としての名称は，本会の小動物臨床委員会における
検討を踏まえて具体化を進めて参りたい．
また，「二次診療施設」に対する研修については，

高度専門的な内容は他の学協会が実施する研修会に委
ねることになると考えるが，本会としての対応につい
ても小動物臨床委員会において検討をお願いする予定
である．

7　お　わ　り　に
近年の獣医療技術の発展に伴い，社会からはより高度
で専門的な獣医療技術の提供が求められているものの，
遺憾ながら現行法令においては専門性に関する情報を提
供できず，結果的に飼育動物への適切な獣医療を与える
機会を失うことにも繋がりかねない状況にある．
医療や欧米の獣医療における専門医制の仕組みを直ち
にわが国の獣医療において構築することは困難ではある
が，本会は社会からの要請に応えるべく，第四次基本方
針に則り，獣医師の能力に関する情報の提供，「認定・
専門獣医師協議会」を活用した獣医師の専門性を認定等
する仕組みの構築，獣医師の専門性を国民が適切に認知
できるような獣医療広告のあり方等について，継続的に
検討し実現に向けて尽力する考えである．地方獣医師会
及び会員構成獣医師をはじめ，関係の皆様方のご理解，
ご支援及び実践をお願いしたい．


